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Ⅰ 基本的理念等 

 

 

１ 目的及び趣旨 

 

近年、障害者を取り巻く環境は大きく変化しており、平成２３年８月には「障

害者基本法」の一部が改正され、目的規定や障害者の定義、障害者に対する「差

別の禁止」に関する条文の新設等が行われました。 

また、平成２５年４月に、「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）」に

改正され、障害者の定義における難病等の追加や、障害程度区分から障害支援区

分への改正、重度訪問介護の対象者の拡大、ケアホームのグループホームへの一

元化等について段階的に施行されたところです。 

この富山県障害福祉計画（以下「本計画」という。）は、これらの法整備や諸

状況の変化を踏まえ、障害者の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等に

係る平成２９年度末の数値目標を設定するとともに、平成２７年度から平成２９

年度までの障害福祉サービス等の必要な量の見込み及びその見込量の確保のた

めの方策を定めることにより、障害福祉サービス等の提供体制の確保が計画的に

図られるようにするものです。 
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２ 障害福祉計画の位置付け 

  本計画は、障害者総合支援法第８９条に基づく富山県の障害福祉計画であり、

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事

業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を

確保するための基本指針（平成１８年厚生労働省告示第３９５号。以下「国指針」

という。）」に即して策定するものです。 

  また、県介護保険事業支援計画、県子ども・子育て支援事業計画等との調和を

図るとともに、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）に基づき、障害者のた

めの施策に関する基本的な計画として平成２６年３月に策定した「富山県障害者

計画」のうち、障害福祉サービス等の確保に関する実施計画としての位置付けを

有するものです。 

<計画の位置付け> 

 

 

 

 

 

 

 

 

<障害者計画との関係> 

根拠条文

性格

計画期間

主な内容

１ 互いに認め、尊重し、支えあいながら暮らす
地域づくり

２ 自立と社会参加に向けた基盤づくりとしての
教育・育成の充実と雇用・就労の促進

３ 地域での自立した生活を支援する福祉・保
保健・医療の充実

４ 快適で安心して暮らせる生活環境の整備

１．平成２９年度までの数値目標
①福祉施設の入所者の地域生活への移行
②入院中の精神障害者の地域生活への移行
③地域生活支援拠点等の整備
④福祉施設から一般就労への移行等

２．平成２９年度までの各年度の障害福祉サービ
ス、指定地域相談支援又は指定計画相談支
援の種類ごとの必要な見込並びにその見込
量の確保のための方策

３．平成２９年度までの障害者支援施設の必要
入所定員数

４．地域生活支援事業の実施に関する事項

富山県障害者計画

障害者基本法第１１条第２項 障害者総合支援法第８９条

障害者のための施策に関する基本的な
計画

障害福祉サービス等の確保に関する計画

中長期（本県は５年間） ３年間

平成26年度～30年度

（第３次計画：平成26年度～30年度）

（第４期計画：平成27年度～29年度）

障害者計画 障害福祉計画

 

 

 

 個別計画 

                              (２４年３月策定) 

 

 個別計画（障害者福祉施策の基本的な計画） 

                                      （２６年３月策定） 

                                

                               実施計画（障害福祉サービスに関する実施計画） 

                               （第１期：１９年３月策定） 

                               （第２期：２１年３月策定） 

                               （第３期：２４年３月策定） 

                               （第４期：２７年３月策定予定） 

                                

 

 

「新・元気とやま創造計画」（富山県総合計画）（平成２４年４月策定） 

 

「富山県民福祉基本計画（改定版）」 

 

「富山県障害者計画（第３次）」 

 

「富山県障害福祉計画」 

 

介護保険事業支援計画、子ども・子

育て支援事業計画等との調和 
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３ 基本的理念 

   

全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されるものであるとする障害者基本法や、障害者等

の日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、 社会参加の機会の

確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、総合的かつ

計画的に行われることを基本とする障害者総合支援法の理念を踏まえ、次の点

に配慮して計画を作成します。 

 

（１）障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

    すべての人が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し支え合い、地域の中で共に生きる「共生社会」を実現するため、 

   障害者等の自己決定を尊重し、意思疎通手段の選択の機会の拡大等に配慮する

とともに、その意思決定の支援に配慮します。 

    また、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、そ

の自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス及

び相談支援並びに市町村及び県の地域生活支援事業の提供体制の整備を進め

ます。 

 

（２）市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福 

祉サービスの実施等 

引き続き、サービスの実施主体である市町村を基本とし、身体障害者、知的

障害者、精神障害者及び難病患者等であって１８歳以上の者及び障害児を対象

とする一元的なサービスの運営、充実を図り、市町村への適切な支援を行うこ

とにより、地域間で格差のある障害福祉サービスの均てん化を図ります。 

また、発達障害者及び高次脳機能障害者については、従来から精神障害者に

含まれるものとして法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続

きその旨の周知を図ります。さらに、難病患者等についても、引き続き障害者

総合支援法に基づく給付の対象となっている旨の周知を図ります。 
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（３）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題 

に対応したサービス提供体制の整備 

    障害者の自立支援や、障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現す

る観点から、福祉施設への入所や病院への入院から地域生活への移行、地域生

活の継続の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、

ＮＰＯ等によるインフォーマルサービス（法律や制度に基づかない形で提供さ

れるサービス）との連携、地域生活支援の拠点づくり等、地域の社会資源を最

大限に活用し、提供体制の整備を進めます。 
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４ 障害福祉計画の期間 

 

本計画の期間は、平成２７年度から平成２９年度までの３年間とします。 

平成２９年度を目標年度として位置づけ、その目標年度（平成２９年度）の数

値目標を設定し、第４期障害福祉計画を策定します。 

 

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

第２期障害福祉計画

富山県障害者計画（新とやま障害者自立共生プラン）

前期数値目標

第１期障害福祉計画

後期数値目標

第３期障害福祉計画

「富山県障害者計画（第３次）」

数値目標

第４期障害福祉計画

29

年

度

数

値

目

標  
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５ 区域の設定 

    

「富山県障害者計画（第３次）」で設定した障害保健福祉圏域と同一の４つの

圏域（富山、高岡、新川、砺波）を設定し、障害者の生活に密接に関わりを持つ

保健、医療、福祉のサービスの連携や広域的なサービス体系の整備を推進します。 

（単位：人） 

圏域名 総人口 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 
身体障害者

手帳 
所持者数 

療育手帳 
所持者数 

精神障害者 
保健福祉手
帳所持者数 

精神科病院 
入院患者数 

公費負担 
通院患者数 

富山圏域 502,806 24,861 3,389 2,532 1,239 5,095 

高岡圏域 312,619 13,894 2,157 1,244 920 2,801 

新川圏域 122,977 5,960 839 456 316 972 

砺波圏域 131,668 6,359 1,027 656 404 1,223 

県計 1,070,070 51,074 7,412 4,888 2,879 10,091 

※平成 26年 3月 31日現在（精神障害者の入院患者数及び通院患者数については平成 26年 6月 30日現在） 

※総人口は平成 26年 10月 1日現在 

※「精神科病院入院患者数」については入院直前の住所地別の精神科病院入院患者数（但し、県外住所地 

の入院患者 52名は除く。） 

高岡圏域 

新川圏域 

富山圏域 
砺波圏域 
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６ 障害福祉サービスの体系 

 

【障害者総合支援法による総合的な自立支援システムの全体像】 

障害福祉サービス等は、個々の障害のある人々の障害の程度や勘案すべき事項（社

会活動や介護者、居住等の状況）を踏まえ、個別に支給決定が行われる「自立支援給

付」と市町村の創意工夫により、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地

域生活支援事業」に大別されます。 

都 道 府 県

市 町 村

【基 本 事 業】

介護給付費

支援

・居宅介護（ホームヘルプ）
・重度訪問介護
・同行援護
・行動援護
・療養介護
・生活介護
・短期入所
・重度障害者等包括支援
・施設入所支援

自立支援医療 等

・更生医療

・育成医療
・精神通院医療

・相談支援 ・コミュニケーション支援 ・その他の日常生活又は

・移動支援 ・日常生活用具の給付又は貸与 社会生活支援 等
・福祉ホーム ・地域活動支援センター機能強化

補装具

地域生活支援事業

自立支援給付

・専門性の高い相談支援 ・広域的な対応が必要な事業 ・人材育成 等

訓練等給付

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労移行支援
・就労継続支援（A型、B型）
・共同生活援助（グループホーム）

障害者・児
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【サービス支給決定の流れ】 

 市町村は、省令で必要と定められている場合には、指定特定相談支援事業者が作成

するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行います。 

また、支給決定後のサービス等利用計画の作成、及びサービス開始後のサービス等

利用計画の見直し（モニタリング）について、計画相談支援給付費を支給します。 

障害児についても、児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事

業者が、通所サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計

画に相当）を作成します。障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者総

合支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス等利用計画を作成します。

（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成） 
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<指定障害福祉サービスの種類と内容> 

介 

護 

給 

付 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 
自宅で入浴、排せつ、食事の介護等の実施 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害に
より行動上著しい困難を有する者であって常に介護を必要と
する人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時にお
ける移動支援などを総合的に実施 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、移動に必
要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出支
援の実施 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を
回避するために必要な支援、外出支援の実施 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービス
を包括的に実施 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め
施設で、入浴、排せつ、食事の介護等の実施 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療
養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話の実施 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介
護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会の提供 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介
護等の実施 

居
住
系 

サ
ー
ビ
ス 

訓 

練 

等 

給 

付 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身
体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練の実施 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要
な知識及び能力の向上のために必要な訓練の実施 

就労継続支援 

（Ａ型＝雇用型、Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するととも
に、知識及び能力の向上のために必要な訓練の実施 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の
介護等や、相談や日常生活上の援助の実施 

居
住
系 

 

サ
ー
ビ
ス 
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Ⅱ 平成２９年度の数値目標の設定              

 

障害者等の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課題に対応する

ため、平成２９年度を目標年度として、各市町村により設定された目標値を踏まえて、

次に掲げる事項について成果目標を設定します。また、これらの成果目標を達成する

ため、労働部局との連携に関する事項や、後述する障害福祉サービスの見込み量等に

ついて活動指標を設定します。 

<成果目標と活動指標の関係> 

 

 

 

 

 

 

 

（基本的理念） 
①障害者等の自
己決定の尊重と
意思決定の支援 
 
 
②身近な実施主
体と一元的な障
害福祉サービス
の実施等 
 
 
③入所等から地
域生活への移行、
地域生活の継続
の支援、課題に対
応したサービス
提供体制の整備 
 

 

施設入所者の地域生活への移行 
○ 地域生活への移行者の増加 
○ 施設入所者の減尐 

入院中の精神障害者の地域生活への移行 
○ 入院後 3ヶ月時点の退院率上昇 
○ 入院後 1年時点の退院率上昇 
○ 在院期間 1年以上の長期在院者数の減尐 

障害者の地域生活の支援 
○ 地域生活支援拠点の整備 

福祉施設から一般就労への移行 
○ 福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加 
○ 就労移行支援事業の利用者の増加 
○ 就労移行支援事業所の就労移行率の増加 

＜障害福祉サービスの見込み量＞ 
○訪問系 
○日中活動系 
○居住系 
○相談支援 

＜労働部局との連携等＞ 
○就労移行支援事業及び就労継続支援事
業の利用者の一般就労への移行者数 
○公共職業安定所における福祉施設利用
者のチーム支援件数 
○障害者の態様に応じた多様な委託訓 
練事業の受講者数 
○障害者トライアル雇用事業の開始者数 
○職場適応援助者による支援の対象者数 
○障害者就業・生活支援センター事業の支
援対象者数 

＜障害児支援の見込み量＞ 
○障害児通所支援 
○障害児入所支援 
○障害児相談支援 

（成果目標） （活動指標） 

 

高岡圏域 

砺波圏域 

富山圏域 

新川圏域 
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１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

  本県では、地域生活への移行者数、施設入所者の減尐数ともに、第３期計画の目

標値を概ね達成する見込みです。 

今回、国指針では、平成２５年度末時点の施設入所者数の１２％以上が地域生活

へ移行するとともに、平成２９年度末の施設入所者数を平成２５年度末時点の施設

入所者数から４％以上削減することを基本とするとされています。 

第４期計画においては、地域生活への移行を引き続き進める観点から、国指針を

踏まえて約１２.１％が地域生活へ移行するとともに、あわせて平成２９年度末の施

設入所者数について、約５．７％の減尐を見込みます。 

 

項 目 
第 3期 
計画値 

Ｈ26 
実績見込 
(H27.4) 

目標値 考え方 

平成 25年度末時点の 

施設入所者数(Ａ) 

1,620人 
※平成 17年 
10月 1日現在 

－ 
1,395人 

（基準値） 

福祉施設※1 に入所して

いる障害者 

平成 29 年度末の入所者数

(Ｂ) 

 

1,385人 
※平成 26年度末
の目標 

1,398 人 1,316人  

【成果目標】 

入所者減尐見込数 

（Ａ－Ｂ） 

235人 222人 79人 
平成 29 年度末段階での

減尐見込数 

【成果目標】 

地域生活移行者数  
486人 440人 169人 

（Ａ）のうち、平成 29

年度末までに地域生活

へ移行※2する者の数 

※1 障害者支援施設 

※2 住まいの場を施設からグループホーム、公営住宅等へ移すこと 



- 12 - 

２ 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

 

入院中の精神障害者の地域移行について、第３期計画においては、１年未満

入院者の平均退院率を７５％とするとともに、高齢長期退院者（５年以上入院か

つ６５歳以上の退院者）数を１１人／月とすることを目標としました。平成２０

年度から平成２５年度までの各年度平均退院率は年によって変動があるものの、

７０％を超えた年度が４回あり、６か年平均で７１．３％となっています。 

今回、国指針では、入院中の精神障害者について、新たに、平成２９年度に

おける入院３ヶ月時点の退院率を６４％以上とし、入院後１年時点の退院率を

９１％以上とするとともに、平成２９年６月末時点の長期在院者数（入院期間が

１年以上である者の数をいう。以下同じ）を平成２４年６月末時点から１８％以

上削減することを基本とするとされています。 

県では、今後も引き続き入院者に対する退院意欲の喚起や地域生活を支える

ためのサービスの充実等により地域生活への移行を進めていくこととしており、

国指針に即して、平成２９年度における入院３ヶ月時点の退院率を６４％、入

院後１年時点の退院率を９１％とするともに、長期在院者数を平成２４年６月

末時点の２，２０９人から１８％以上削減することを目指します。 

 

項 目 基準 目標値 考え方 

【成果目標】 

入院後３ヶ月時点

の退院率 

H25 

60.8％ 
64％ 

平成 29 年度において、ある月に入院した

者のうち当該ある月から起算して３ヶ月

以内に退院した者の割合を定める。 

【成果目標】 

入院後１年時点の

退院率 

H25 

85.1％ 
91％ 

平成 29 年度において、ある月に入院した

者のうち当該ある月から起算して１年以

内に退院した者の割合を定める。 

【成果目標】 

長期在院者数 

H24 

2,209 人 

1,811人 

（18％） 

平成 24 年６月末時点の状況を基準とし、

平成 29 年６月末時点における入院期間が

１年以上である者の数を定める。 

【参考 第３期計画目標値】 

項 目 基準 Ｈ25実績 目標値 考え方 

１年未満入院者の

平均退院率 
69.7％ 69.6％ 75％ 

平成 19 年度実績を基準とし、

平成 26 年度における平均退院

率を定める。 

５年以上入院かつ

６５歳以上の退院

者数 

９人/月 ７人/月 11 人/月 

平成 23 年 6 月の 1 か月間の状

況を基準とし、平成 26 年度に

おける退院者数を定める。 

（参考：平成 20年度～25年度 平均退院率 71.3％） 
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３ 地域生活支援拠点等の整備 

 

 障害者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行や定着に対する支 

援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障害者等の生活を 

地域全体で支えるシステムの実現が求められています。 

 こうしたことから、国指針を踏まえ、居住支援機能（グループホーム、障害者支 

援施設）に地域支援機能（ショートステイ、コーディネーターの配置等）を集約・ 

付加した拠点（地域生活支援拠点）、もしくはこれらの機能を地域の複数機関が分 

担して担う面的な体制を、平成２９年度末までに各圏域に尐なくとも１箇所整備す 

ることを目指します。 

 

 
（出典 厚生労働省 障害保健福祉関係主管課長会議資料） 
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 ４ 福祉施設から一般就労への移行等 

 

福祉施設から一般就労への移行については、第３期計画において、平成２６年

度１２０人が一般就労に移行することを目標としましたが、社会情勢の影響等も

あり、平成２４年度、平成２５年度で共に年間９７人の実績となっています。ま

た、就労移行支援事業の利用者数については、目標値が２７７人のところ、平成

２５年度末における実績は１９７人（約５１％）となっています。 

今回、国指針では、平成２９年度中に福祉施設から一般就労する者等の数値目

標として、平成２４年度の一般就労への移行実績の２倍以上とすることを基本と

するとされています。 

また、平成２９年度末における就労移行支援事業の利用者数が平成２５年度末

から６割以上増加すること、平成２９年度末において、就労移行支援事業所のう

ち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指すことと

されています。 

第４期計画においては、就労支援に係る施策の一層の充実を図るとともに、国

指針に即して平成２４年度に福祉施設から一般就労した人数（９７名）の２倍以

上が一般就労することを目指します。 

また、就労移行支援事業の利用者数については、平成２９年度において、平成

２５年度実績から６割以上増加（３２４人）することを目指すとともに、就労移

行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所が全体の５割以上となるこ

とを目指します。 

 

項 目 H24 実績 
第３期 
計画値 Ｈ25実績 目標値 考え方 

【成果目標】 

一般就労移行者数

（年間）（Ａ） 

97人 120人 97人 199人 
平成 29 年度において福祉施
設※3を退所し、一般就労※4

する人の数 

【成果目標】 

就労移行支援事業

の利用者数 

163人 277人 197 人 324人 
平成 29 年度末における就労
移行支援事業の利用者数 

【成果目標】 

事業所ごとの就労

移行率 

－ － － 50％  
就労移行支援事業所のうち、
就労移行率が３割以上の事
業所の割合 

※3  生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型）、 

就労継続支援（Ｂ型） 

※4 企業等に就職した者（就労継続支援（Ａ型）の利用者となった者を除く）、在宅就労した者、自

ら起業した者 
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また、この成果目標を達成するため、国指針に即して次の活動指標を設定し、福祉

施設の利用者の一般就労への移行を進めます。 

 

項 目 
第３期 
計画値 H25実績 目標値 考え方 

就労移行支援事業及び就

労継続支援事業の利用者

の一般就労への移行 

- 人 96人  199人 

就労移行支援事業及び就労継続支

援事業の利用者のうち、一般就労へ

の移行者数の見込み 

公共職業安定所における

チーム支援による福祉施

設の利用者の支援件数 

- 件 - 件 100件 

福祉施設の利用者のうち、就労移行

支援事業者等と公共職業安定所の

チームによる支援件数（(A)の 5割） 

障害者の態様に応じた多

様な委託訓練事業の受講

者数 

36人 0人 36人 

福祉施設から一般就労へ移行する

者のうち、障害者委託訓練の受講者

数 

障害者トライアル雇用事

業の開始者数 
60人 16人 100人 

福祉施設から一般就労へ移行する

者のうち、障害者トライアル雇用事

業の開始者数（(A)の 5割） 

職場適応援助者による支

援の対象者数 
60人 33人 100人 

福祉施設から一般就労へ移行する

者のうち、職場適用援助者による支

援対象者数（(A)の 5割） 

障害者就業・生活支援セン

ター事業の支援対象者数 
120人 4人 199人 

福祉施設から一般就労へ移行する

者のうち、障害者就業・生活支援セ

ンター事業の支援対象者数 

 

県では、これらの目標を実現させるための取組みとして、県教育委員会、労働局や

公共職業安定所（ハローワーク）、障害者職業センター、障害者就業・生活支援セン

ター等との連携・強化を図りながら、一般就労への移行の支援に積極的に取り組みま

す。 

また、各事業が円滑に実施されるよう、必要に応じて国や関係機関などに対しても

要望を行います。 
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 【国指針】福祉施設から一般就労への移行等 

＜成果目標＞ 

○ 一般就労移行者数 

平成２９年度中に一般就労へ移行する者の目標値として、平成２４年度の一般就労への

移行実績の２倍以上とすることを基本とする。 

○ 就労移行支援事業の利用者数 

平成２９年度末の利用者数が、平成２５年度末における利用者数の６割以上増加するこ

とを目指す。 

○ 就労移行支援事業所ごとの就労移行率 

就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指す。 

 

＜活動指標＞ 

○ 就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一般就労への移行者数 

平成２９年度において、就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者のうち、一般

就労への移行者数の見込みを設定する。 

○ 公共職業安定所におけるチーム支援による福祉施設の利用者の支援件数 

平成２９年度において、福祉施設の利用者のうち、必要な者がチーム支援を受けること

ができるよう、支援件数の見込みを設定する。 

○ 障害者の態様に応じた多様な委託訓練事業の受講者数 

   平成２９年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、必要な者がその態

様に応じた多様な委託訓練を受講できるよう受講者数の見込みを設定する。 

○ 障害者トライアル雇用事業の開始者数 

平成２９年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、当該事業を活用す

ることが必要な者が活用できるよう開始者数の見込みを設定する。 

○ 職場適応援助者による支援の対象者数 

平成２９年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、必要な者が支援を

受けることができるよう対象者数の見込みを設定する。 

○ 障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数 

平成２９年度において、福祉施設から一般就労へ移行する全ての者が障害者就業・生活

支援センターによる支援を受けることができるよう、支援対象者数の見込みを設定する。 
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③ ② ①

④

⑤

⑥ ⑥

市町村 富山県 国

・サービス利用実

態の把握

・アンケート実施等

によるニーズの把

握

・入所施設、入院

中の精神障害者に

係る調査

・その他情報提供

基本指針

市町村ごとに

サービス見込量を

設定

県における

サービス見込量の

設定

市町村

障害福祉計画

富山県

障害福祉計画

集計

調整

Ⅲ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談

支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

及びその見込量の確保のための方策 

 

１ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定

計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 

 

   原則として、市町村障害福祉計画における見込み量を積上げたものを基本とし

ながら、各サービスの必要量を見込んでいます。 

 

【見込み量算定イメージ】 
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① 訪問系サービス 

 

訪問系サービスについては、障害者支援施設入所者や入院中の精神障害者の

地域生活への移行を推進することなどにより、利用者数や利用量は増加する見

込みです。 

なお、同行援護については、地域生活支援事業（移動支援事業に限る。）の利

用者のうち、重度の視覚障害者数を勘案して利用者数及び見込み量を定めてい

ます。 

また、重度訪問介護については、平成２６年４月１日からサービスの対象が

重度の知的障害者・精神障害者に拡大されたことを勘案して利用者数及び見込

み量を定めています。 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

居宅介護、 
重度訪問介護、 
同行援護、 
行動援護、 
重度障害者等 
包括支援 

利用者数 人 542 606 688 768 847 930 

利用量 時間分 10,354 11,532 12,444 14,063 15,400 16,862 
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② 日中活動系サービス 
 

日中活動系サービスについては、障害者支援施設や精神科病院から地域生活へ

移行する障害者や、特別支援学校高等部卒業生など、日中活動の場として、新た

にサービスを利用する者が増加することから、利用者数や利用量は増加する見込

みです。 

また、療養介護については、児童福祉法の一部改正等を踏まえ、平成２７年度

以降、重度心身障害児施設の１８歳以上の入所者を利用者数として見込んでいま

す。 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

生活介護 
利用者数 人 2,271 2,315 2,346 2,413 2,479 2,547 

利用量 人日分 42,464 43,557 44,084 45,289 46,512 47,743 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 人 38 22 28 42 50 54 

利用量 人日分 787 396 497 765 895 955 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 人 168 156 188 210 234 259 

利用量 人日分 1,840 1,813 2,127 2,433 2,730 3,009 

就労移行支援 
利用者数 人 163 197 228 264 293 324 

利用量 人日分 2,783 3,406 4,046 4,790 5,303 5,859 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用者数 人 313 493 614 808 1,036 1,345 

利用量 人日分 5,975 9,544 11,832 15,716 20,044 25,824 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用者数 人 1,605 1,645 1,770 1,846 1,919 1,989 

利用量 人日分 28,089 28,710 31,146 33,279 34,520 35,688 

療養介護 利用者数 人 249 247 247 250 252 253 

短期入所 

（福祉型） 

利用者数 人 196 219 259 294 328 364 

利用量 人日分 1,080 1,181 1,309 1,694 1,892 2,106 

短期入所 

（医療型） 

利用者数 人 18 16 19 22 25 28 

利用量 人日分 138 107 81 97 109 123 

※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数 
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③ 居住系サービス 
 

施設入所支援については、施設から地域生活への移行を推進することから、利

用者は減尐する見込みです。 

また、共同生活援助のサービス利用者については、施設入所支援の利用者の減

尐に伴い増加していく見込みです。 

なお、平成２６年度より、共同生活を行う住居でのケアが柔軟にできるよう、

従来の共同生活介護（ケアホーム）が共同生活援助（グループホーム）に一元化

されたところです。 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

施設入所支援 利用者数 人 1,399 1,384 1,398 1,370 1,345 1,316 

 

共同生活援助 

(グループホーム) 
利用者数 人 646 694 725 774 821 872 

   ※24年度、25年度実績には共同生活介護（ケアホーム）を含む。 

 

【サービス見込み量のイメージ】 
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④ 相談支援 
 

計画相談支援については、障害福祉サービス及び地域相談支援の利用者数等を

勘案し、利用者数の見込みを定めています。 

また、地域相談支援については、施設入所者の地域生活への移行者数や入院中

の精神障害者のうち地域生活への移行後に地域相談支援の利用が見込まれる者の

数等を勘案して、利用者数の見込みを定めています。 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

計画相談支援 利用者数 人 252 740 784 928 1,089 1,241 

地域相談支援 

(地域移行支援) 
利用者数 人 1 5 12 43 44 46 

地域相談支援 

(地域定着支援) 
利用者数 人 19 22 30 52 54 54 

 

※計画相談支援 

     サービス等利用計画の作成、サービス事業者等との連絡調整、サービス等の利用状況 

の検証、計画の見直し 等 

 

※地域移行支援 

    住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談 等 

 

※地域定着支援 

    常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等の相談 等 
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２  指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援

の見込量の確保のための方策 

 

  県は、国、市町村、関係機関、サービス事業者等と連携し、指定障害福祉サー

ビス等の必要量が確保できるよう必要な取組みを行います。 

  また、指定障害福祉サービス等の事業を行う意向を有する事業者の把握に努め

るとともに、広く制度の周知や広報を行うことにより、多様な事業者の新規参入

を促進します。 

 

（１）地域移行の推進と地域生活の支援 

・ 県民に障害及び障害者に対する正しい理解が広く浸透し、障害者が安心し

て地域生活を送ることができるよう、啓発・広報活動や学校・地域における

福祉教育を積極的に推進します。 

・ 障害者が自宅において介護や家事等の日常生活の支援や、外出時の介助等

の必要な支援を受けつつ、できるだけ自立した生活を送ることができるよう、

市町村と連携し在宅サービスの提供体制の整備促進に努めます。 

・ 富山型デイサービス事業所の立ち上げや施設整備に対して支援するととも

に、高齢者のデイサービス等から富山型デイサービスへの転換を促進し、身

近な地域で高齢者、障害児（者）、子ども等の区別なく一緒に福祉サービス

を提供する富山型デイサービスの普及に努めます。 

・ 地域住民と地域の保健、医療、福祉関係者（保健師、かかりつけ医、ホー

ムヘルパー、障害者相談員等）が連携して「ふれあいコミュニティ・ケアネ

ット２１」事業を展開し、障害者等が安心して生活できる環境づくりを進め

ます。 

・ 入所施設利用者等が地域生活に移行できるよう、市町村や関係機関等と連

携して、地域の理解促進に努めるとともに、県、市町村、各種団体、福祉施

設等が行う各種行事を通じて、地域での交流・ふれあいを促進します。 

また、まちなかの空き店舗や空き家等の既存の社会資源を積極的に活用し、

日中活動の場（生活介護事業、就労継続支援事業、地域活動支援センター等）

と、住まいの場（グループホーム）の整備を促進します。 

・ 障害者と認知症高齢者が共に暮らせる共生型グループホームの整備を支援

します。 
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・ 施設入所者の生活の質の向上を図るため、施設の小規模化・個室化を推進

するなど、利用者の福祉サービスの充実に努めるとともに、障害者が地域で

安心して暮らせるよう、障害者支援施設と連携し、その専門的機能を活用し、

障害者の地域生活を支援します。 

・ 精神障害者が地域生活に移行できるよう、保健・医療・福祉の専門職のほ

か、メンタルヘルスサポーター、ピア・フレンズ等地域生活を支援する人材

の養成を行うとともに、地域における受入れ基盤の拡充を促進します。 

・ 精神障害者の地域移行のための普及啓発を図るとともに、精神障害者家族

の交流や相談のための事業を推進します。 

・ 病院の退院後生活環境相談員が中心となり、地域のサービス事業者等と連

携し退院を支援するなど、精神科病院に長期間入院している高齢の精神障害

者が地域生活へ移行できるよう支援します。 

・ 多職種（医師・保健師・相談支援専門員・ピアなど）チームによる訪問支

援により必要な精神医療・福祉サービスにつなげ、精神障害者本人や家族が

安心して地域生活が継続できるような支援体制を整備するよう努めます。 

・ 県地域生活定着支援センターにおいて、矯正施設（刑務所等）に入所する 

障害者等に対し、退所後に直ちに福祉サービスが提供され、地域生活を送る 

ことができるよう、市町村、矯正施設、福祉施設等と連携して支援を行いま 

す。 

  ・ 障害者が地域社会において安全に、安心して生活することができるよう、 

交通安全対策の充実や防災防犯対策の推進、消費者トラブルの防止に取り組 

みます。特に、障害者など要配慮者は大規模災害の被害を受けやすいことか 

ら、実践的な防災訓練の実施等、市町村とも連携しながら、実効性のある防 

災対策を推進します。また、緊急時には災害派遣医療チーム（DMAT）、災害 

派遣精神医療チーム（DPAT）や災害派遣福祉チーム（DCAT）、その他関係機 

関の緊密な連携のもと、適切な対応がなされるよう体制の整備に努めます。 

 

（２）就労支援の強化 

・ 身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病など、それぞれの障害特

性に応じた就労支援をきめ細かく実施するため、障害者の就労支援機関や医

療機関、発達障害者支援センター、難病相談・支援センターなどとの連携を

強化します。 
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・ 企業での障害者雇用促進に向け、法定雇用率未達成企業への指導を行う富

山労働局と連携するとともに、障害者雇用推進員の活用や、障害者雇用に積

極的な企業の取組み事例の紹介や見学会の開催等により、企業での雇用機会

の拡大に努めます。 

・ 富山県知的・精神障害者雇用奨励金や障害者雇用納付金制度に基づく各種

助成金、税制上の優遇措置等の周知と活用の促進を図ります。 

・ 障害者一人ひとりに応じた就労と職場定着が進むよう、障害者就業・生活

支援センターや職場適応援助者（ジョブコーチ）の活用促進等を進めるとと

もに、民間企業等において短期の職場実習を行う「障害者チャレンジトレー

ニング事業」の推進や職場適応訓練、障害の態様に応じた多様な職業訓練等、

一般就労に向けた取組みを充実します。 

   ・ 雇用、福祉、教育の連携による就労支援を強化するため、ハローワーク、

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、サービス事業者及び

特別支援学校等による就労支援のネットワークづくりを進めます。 

   ・ 「富山県工賃向上支援計画」（第３期計画期間：平成２７年度～平成２９

年度）に基づき、自主製品の創出や経営ノウハウの導入、新たな就労分野の

開拓など、工賃向上に取り組む障害者就労支援事業所を支援します。また、

障害者の多様な働き方を生み出すため、とやま地域共生型福祉推進特区にお

いて規模要件が緩和されている施設外での福祉的就労（地域共生型障害者就

労支援事業）の拡大に努めます。 

   ・ 県や市町村において「障害者優先調達法」に基づいて調達方針を毎年作成

し、政策目的随意契約制度を活用し、障害者就労施設等からの優先的発注に

努めるとともに、「福祉の店」の営業、「ハーティとやま」等のイベント販売

等により、製品の販路の確保、拡大に努めます。 

   ・ 特別支援学校の生徒の社会的・職業的自立を積極的に推進するため、教育、

労働、福祉、企業、保護者等からなるキャリア教育・就労支援ネットワーク

会議を各特別支援学校で開催するとともに、高等特別支援学校に就労コーデ

ィネーターを配置するなど、職場開拓、就業体験、就職後のアフターケア等

の充実に努めます。 

・ 特別支援学校の生徒等の就労支援を推進するため、個別の教育支援計画を

作成し、関係機関、福祉施設、企業や富山型デイサービス事業所等との情報

の共有化に努める等、一層の連携を図ります。 
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（３）相談支援体制の整備 

・ 地域自立支援協議会を中心とした相談支援体制の一層の充実・強化を図り、 

障害者からの相談対応、情報の提供、障害福祉サービスの利用支援等を行い 

ます。なお、県はアドバイザーを派遣するなど広域的な立場から市町村の取 

組を支援します。 

・ 厚生センター、身体障害者更生相談所、知的障害者相談センター、児童相 

談所、心の健康センター等の行政機関における相談支援体制の充実や、地域 

における相談支援の拠点である基幹相談支援センターの設置に対する支援な 

ど、総合的・専門的な相談支援体制の充実に努めます。 

・ 障害者総合支援法等に基づく計画相談支援や地域移行支援・地域定着支援

等の必要なサービス量が確保できるよう相談支援従事者の養成や資質の向

上を図るとともに、市町村と連携して事業者の拡大に努めます。 

 

（４）情報取得・コミュニケーション支援の充実 

・ 必要な情報が障害の有無にかかわらず取得できるよう、適切な情報提供 

    に努めるとともに、点訳奉仕員や朗読奉仕員の養成、手話通訳者や要約筆記 

者の派遣事業の実施等、障害者のコミュニケーション支援に努めます。 

 

（５）市町村に対する支援体制の強化 

・ 障害者総合支援法に基づく制度が、市町村において円滑に運用されるよう、

指定サービス事業者等の各地域における社会資源に関する情報等の収集を

行い、市町村への情報提供に努めます。 

・ 相談支援体制など広域的な取り組みが必要なものについて、必要な調整や

助言を行います。 

・ 市町村間のサービスに格差が生じないよう市町村間の連絡会等を開催し、

情報共有化に努めます。 

・ 障害者のニーズに的確に対応したサービスが円滑に提供されるよう、市町

村からの照会等に対応するとともに、各種研修会、説明会等を実施し、人材

の養成や従事者の資質向上を図ります。 
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Ⅳ 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

 

地域における居住の場としてのグループホーム等の充実を図りながら、障害者等

の施設入所から地域生活への移行を進める一方で、入所施設の柔軟な受入体制を確

保する必要があることから、平成２６年度の定員見込みである１，３４８名を、引

き続き障害者支援施設の必要入所定員総数として見込みます。 

 

【必要入所定員総数】 

（単位：人） 

区 分 

H25 

 

 

Ａ 

第 3期 

計画値 

(H26) 

 

H26 

実績見込 

(H27.4) 

 

H27 

 

 

 

H28 

 

 

 

H29 

 

 

Ｂ 

増減 

(Ｂ-Ａ) 

指定障害者支援

施設入所定員 
1,403 1,400 1,348 1,348 1,348 1,348 △55 

 

〔参考〕平成 29 年度末の施設入所者数に係る目標値：1,316 人（11 ページ参照） 
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Ⅴ 指定障害福祉サービス等に従事する者の確保及び資質の 

向上等のために講ずる措置 

 

１ サービス提供にかかる人材の研修 

 

 人材の養成については、サービス提供に係る責任者及び専門職員の養成のみな

らず、サービス提供に直接必要な担い手の確保を含め、指定障害福祉サービス等

に係る人材を質・量ともに確保することが重要です。 

障害者総合支援法においては、サービス提供に係る専門職員であるサービス管

理責任者及び相談支援専門員を指定障害福祉サービス及び指定相談支援の事業者

ごとに配置することとなっていることから、これらの者の養成研修を実施し、事

業所に必要な人材を確保します。 

居宅介護従業者、重度訪問介護従業者、同行援護従業者、行動援護従業者など

の養成研修を実施し、サービスが適切に提供されるために必要な人材の確保に努

めるとともに、介護職員等が安全で適切にたんの吸引等を行うことができるよう

研修を実施します。 

また、行動障害を有する者の特性に応じ、一貫性を持った支援を実施できるよ

う、施設従事者、居宅介護従事者等に対し強度行動障害支援者養成研修を実施す

るとともに、関係機関との連携による専門分野別研修により、精神障害者や、罪

を犯した障害者の特性に応じた適切な支援の充実に取り組みます。 

その他、障害支援区分認定調査員や市町村審査委員会等への研修を実施し、サ

ービスの適正な支給決定が確保されるよう努めます。 

また、これらの研修を着実に実施するため、サービス管理責任者研修、相談支

援従事者養成研修等に関する国の指導者研修への派遣を行うなど、指導者の養成

を図ります。 
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２ 指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価 

 

  利用者本位の質の高い福祉サービスを提供するためには、事業者自らが事業の

運営方法やサービスの提供の方法などにおける問題を把握し、その改善を行うこ

とが重要です。この手段の一つとして、公正・中立な第三者評価機関が、専門的

かつ客観的な立場からサービスを評価する「福祉サービス第三者評価制度」が設

けられています。 

また、第三者評価を受けた結果を公表することにより、利用者は適切なサービ

スの選択に活用することができます。 

このように、福祉サービス第三者評価制度の活用が図られることは、福祉サー

ビスの向上と利用者の適切なサービスの選択に資することとなるものであり、県

では福祉サービス第三者評価制度が多くの福祉サービス提供事業者に活用され

るよう努めるとともに、その評価結果等の提供体制の充実を図ります。 

 

 

評価機関 

福祉サービス事業者 

富山県第三者評価推進機構 

 〔認証･公表委員会〕 

･評価機関の審査･認証 

･評価結果の公表(公表手法の検討) 

〔研修委員会〕 

･評価手法の検討 

･評価基準(事業者､利用者)の見直し検討 

･評価調査者養成・継続研修手法の検討 

･評価調査者養成・継続研修の実施 

 

一
般
県
民 

・ 

利
用
者 

 

富
山
県
福
祉
情
報
シ
ス
テ
ム
等 

 

第三者評価

の実施 

認
証
申
請 

・ 第三者評価事業に関する情報公開及び普及・啓発に関する

こと 

・ 第三者評価事業に関する苦情等への対応に関すること 

・ その他第三者評価事業の推進に関すること 

結
果
の
公
表 

○ 事務局  富山県厚生部厚生企画課 

評
価
結
果
報
告 

 

認
証 

調
査
者
研
修 

利
用
申
し
込
み 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

評価調査者 

受審済証交付 
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３ 障害者に対する差別の解消及び権利擁護の推進 

 

国では、障害者権利条約の締結に向けた国内法の整備として、近年、障害者基本

法の改正（平成２３年）をはじめ「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律（障害者虐待防止法）」の制定（平成２３年）や「障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の制定（平成２５年）

などが相次いで行われました。 

県においても「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県

づくり条例（県条例）」を制定したところです（平成２６年）。この障害者差別解消

法及び県条例については、共に平成２８年４月から施行となっています。 

障害者の権利と尊厳を守るため、障害を理由とする差別の解消の推進や障害者に

対する虐待の防止等に取り組むとともに、障害のある人の意思決定を支援するため、

成年後見制度等の普及や適切な利用の促進に努めます。 

 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

  障害者差別解消法には、「障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止」や「障 

害者への合理的配慮の不提供の禁止」等が規定されました。 

 県では、国の基本方針に即した職員対応要領の策定や、県条例も踏まえた相談 

や紛争の防止・解決のための体制の整備、県民に対する普及啓発活動など、必要 

な対応に取組み、障害者理解の促進と障害者への配慮の徹底を図ります。 

   

（出典 内閣府ホームページ） 
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○何人も、障害のある人に対して、障害を理由とする差別をしては
ならない。

○ガイドラインにおいて、分野別に障害を理由とする差別の具体例
を記載し、周知を図る
福祉、医療、商品販売・サービス、労働・雇用、教育、建築物の利
用､交通機関の利用､不動産取引､情報の提供､意思表示の受領など）

差別の禁止

相談体制及び紛争解決

※○施行期日 平成２８年４月１日（相談体制の整備や県民への周知等の準備期間をとるため）
○見直し規定 ３年経過後の見直し規定を置く。

協議会の設置

○障害を理由とする差別を解消するため
の取組を効果的かつ円滑に行うため協
議会を置く。

※知事は、正当な理由なく、
あっせんに従わない等、悪質
な事案に対し、勧告、公表す
る。その場合は、事前に相手
側から意見聴取を行う

相談体制

解決のための助言・あっせんの手続き

相談対応で問題が
解決しない場合

差別事案

【市町村】地域相談員
身体障害者相談員
知的障害者相談員
その他の相談員

【県】広域専門相談員

相談(誰でも相談可能)

指導・助言

障害者
保護者
関係者

知事

助言・
あっせん
の申立て

障害のある人の相談に
関する調整委員会
・助言又はあっせん

・必要に応じ、関係者
に意見等聴取や資料
要求

勧告
※

公表
※

事実の
調査

普及啓発等

○障害及び障害のある人に対する県民の理解を深めるための普及啓発。
○障害のある人と障害のない人との交流の機会の提供など。
○学校において、障害及び障害のある人に関する正しい知識を持つため

の教育を推進。

「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」の概要

目 的

○障害を理由とする差別の解消について ①基本理念、
②県及び県民の責務、③県の施策の基本となる事
項を定める。

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
と相まって、すべての障害のある人が安心して暮
らすことのできる社会の実現に寄与する。

「県の責務」･･･
施策を策定、実施し
なければならない。

「県民の責務」･･･
障害及び障害のある
人への理解を深め、
県・市町村が実施す
る施策に協力するよ
う努める。

「市町村との連携｣･･･
県は、市町村と連携
して施策の策定、実
施に努める。市町村
に対する情報提供、
技術的助言等の必要
な支援を行う。

関係者の責務等

 

 

（２）障害者等の権利擁護 

障害者虐待防止法の施行も踏まえ、指定障害福祉サービス等の事業者は、利用 

者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を置く等の必要な体制を整備し、 

従業者に対して、研修を実施する等の措置を講じなければなりません。 

県では、県障害者権利擁護センターを設置するとともに、市町村（障害者虐待

防止センター）をはじめ関係機関・団体等からなるネットワークの構築、障害者

等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、再発

の防止等について定めたマニュアルの作成等、虐待防止に向けたシステムの整備

に努めます。 

なお、これらの体制や取組については、定期的に検証を行い、必要に応じてマ

ニュアルの見直し等を行います。また、高齢者や児童虐待の防止に取り組む関係

機関とも連携し、効果的な体制の構築に努めます。 

また、障害者の財産や権利を保護し、自己決定の尊重を図るため、市町村とと

もに成年後見制度の普及・啓発に努め、制度の適切な利用の促進を図ります。 
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障害者虐待防止法の概要（平成24年10月1日施行）

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参
加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害
者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自
立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障
害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利
利益の擁護に資することを目的とする。

【虐待種別による通報スキーム】 【通報・届出後の対応】

①身体的虐待（障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、
又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること）

②放棄・放置 （障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置等による
①③④の行為と同様の行為の放置等）

③心理的虐待（障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に
著しい心理的外傷を与える言動を行うこと）

④性的虐待 （障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行
為をさせること）

⑤経済的虐待 （障害者から不当に財産上の利益を得ること）

【目的】

【障害者虐待の類型】
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法定後見

任意後見

●財産管理及び身上
監護に関する契約等
の締結

不動産、重要な動産の
処分、預金の管理、借
財、遺産分割、介護契
約・施設入所契約等の
各種サービス利用契
約、訴訟行為等

●福祉サービスの
利用援助（契約）

●日常的金銭管理

家庭裁判所による法
定後見人、法定後見
監督人の選任

家庭裁判所による
任意後見監督人の
選任

申立て 援 助

申立て 援 助

契 約

法定後見人

法定後見人

[補助、保佐、後見]

本人があら
かじめ意思
を表明

相談窓口
[社 協]

[生活支援員等]

[運営適正化委員会による業務の監督]

[契約締結審査会による審査]

成年後見制度

日常生活自立支援事業

判断能力の低下

[補助類型に該当する程度以上の精神上の障害]

[紹介]

[補助人、保佐人、後見人]

【援助の範囲】

契 約

援 助

成年後見制度について

 

成年後見制度利用支援事業
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Ⅵ 富山県の地域生活支援事業の実施に関する事項 

 

本県の地域生活支援事業では、成果目標の達成に資するよう、障害者のニーズを

踏まえた必要な事業の量と質が確保されるよう配慮しながら、主に、専門性の高い

相談事業や人材育成など広域的見地からの支援事業に取り組みます。 

（単位：箇所、人） 

事 業 名 

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

実
施
箇
所
数 

実
利
用
者
数 

実
施
見
込
箇
所
数 

実
利
用
見
込
者
数 

実
施
見
込
箇
所
数 

実
利
用
見
込
者
数 

実
施
見
込
箇
所
数 

実
利
用
見
込
者
数 

実
施
見
込
箇
所
数 

実
利
用
見
込
者
数 

(１)専門性の高い相談支援

事業 
     

 ①発達障害者支援セン

ター運営事業 
2 1,154 2 1,225 2 1,280 1 1,340 1 1,400 

②高次脳機能障害及び

その関連障害に対する

支援普及事業 

1 102 1 110 1 120 1 130 1 140 

③障害児等療育支援事

業 
9  9  9  9  9  

④障害者就業・生活支援

センター 
4 1,652 4 1,690 4 1,790 4 1,890 4 1,990 

(２)専門性の高い意思疎通

支援を行う者の派遣事業 
     

 ①手話通訳者・要約筆記

者派遣事業 
 33  35  40  40  40 

②盲ろう者向け通訳・介

助員派遣事業 
 3  3  5  5  5 

(３)広域的な支援事業 

 
     

 県相談支援体制整備

事業 
2  2  2  2  2  
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１ 専門性の高い相談支援事業 

（１）発達障害者支援センター運営事業 

富山県発達障害者支援センター（平成１５年７月開設）において、発達障

害に関する理解を深めるための普及啓発に努めるとともに、医療、保健、福

祉、教育、労働等関係機関との連携を強化し、発達障害者やその家族に対す

る相談、就労などの総合的な支援を行います。 

 

乳幼児期

●早期発見

青年・成人期
●就労支援

●地域生活支援

学齢期
●特別支援教育

●放課後支援

就学前

●早期発達支援

●就労移行支援

ハローワーク
障害者職業センター

児童相談所

厚生センター
保健センター

就業・生活
支援センター

児童発達
支援センター

特別支援学校
総合教育センター

医療機関等

ライフステージに応じた一貫した支援

相談支援
指導・助言
情報提供

研修事業
保健師、保育士等

啓発事業
セミナー開催等

発達支援
医学・心理判定
療育相談

就労支援
職業生活に関する
相談、情報提供

富山県発達障害者支援センター

小・中・高校保育所・幼稚園

連携 連携

本人、保護者

市町村支援
市町村サポート事業
市町村支援体制強化事業
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（２）高次脳機能障害支援普及事業  

富山県高次脳機能障害支援センター（平成１９年１月開設）において、高

次脳機能障害に関する理解を深めるための普及啓発に努めるとともに、医

療、保健、福祉、教育、労働等関係機関との連携体制を整備し、高次脳機

能障害者やその家族等への相談、就労などの総合的な支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・専門的な診断・評価
・関係機関との連携
・関係機関への指導、助言
・関係機関、自治体職員に対する研修
・地域の実態把握、事業の実施状況分析
・効果的な支援方法の検討
・県民等への啓発普及　　など

・面談、支援ニーズ調査、支援計画作成
・支援計画に基づくリハビリや生活・就労訓練のコーディネート
・社会復帰等への支援
　（関係機関へのアドバイス、社会復帰後の状況の把握など） 厚生労働省

モデル事業における成果（マニュア
ル等）の提示

・各種支援プログラムの検証と改正
・研修事業、普及啓発活動

専門的相談

医療機関

脳外傷友の会高志
（患者団体）

市町村

富山障害者職業センター
（就労支援機関）

サービス
利用

福祉サービス事業者

富山県高次脳機能障害支援センター
（高志リハビリテーション病院内）

指導助言

身体障害者更生相談所
心の健康センター

地域支援ネットワーク

相談支援コーディネーター
　 委託

国立身体障害者
リハビリテーションセンター

県

高
次
脳
機
能
障
害
者
・
家
族
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（３）障害児等療育支援事業 

障害者施設や児童発達支援センターにおいて、在宅の重症心身障害児等の

身近な地域における生活を支えるため、市町村と連携しながら、家庭訪問や

外来による養育相談等の療育機能の充実を図ります。 

 

事業名 圏域 実施施設 実施年月 

療育拠点施設事業 全県 
県高志通園センター H9.1～H27.12 

富山県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院・こども支援ｾﾝﾀｰ H28.1～ 

療育等支援施設事業 

新川 
新川むつみ園 H10.4～ 

魚津市立つくし学園 H15.4～ 

富山 
四ツ葉園 H15.4～ 

恵光学園 H15.4～ 

高岡 
かたかご苑 H11.4～ 

高岡市きずな子ども発達支援センター H19.4～ 

砺波 
渓明園 H14.4～ 

砺波広域圏わらび学園 H15.4～ 
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（４）障害者就業・生活支援センター事業 

各障害保健福祉圏域に設置されている障害者就業・生活支援センターにおいて、 

職場体験、求職活動、職場定着相談などの就労支援や、健康管理、住居、年金な 

どの生活設計に関する助言などの日常生活、社会生活上のきめ細やかな相談体制 

により、障害者の就労継続と地域における自立した生活を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 設置主体 設置場所 指定時期 

富山圏域 (福)セーナー苑 セーナー苑（富山市） H14.12 

高岡圏域 (福)たかおか万葉福祉会 かたかご苑（高岡市） H16.9 

新川圏域 (福)新川むつみ園 新川むつみ園（入善町） H18.3 

砺波圏域 (福)渓明会 障がい者ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰきらり（砺波市） H20.3 

 

 

 

 

 

厚生ｾﾝﾀｰ･ 

保健所 

※ センターは障害種別に関わらず利用できます。 
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２ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

 

    意思疎通支援を図ることが困難な障害者等が自立した日常生活や社会生活を 

行うことができるよう、特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を派遣する体制 

を整備することで、広域的な派遣を行います。 

 

（１）手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

市町村域を越える広域的な派遣、複数市町村の住民が参加する会議、講演等に

手話通訳者または要約筆記者を派遣することにより、聴覚障害者の自立と社会参

加を図ります。 

 

（２）盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

   コミュニケーション及び移動等の支援を行う盲ろう者向け通訳・介助員を派遣

することにより、盲ろう者の自立と社会参加を図ります。 



- 39 - 

３ 広域的な支援事業 

（１） 障害者の地域生活を支えるネットワークの構築 

地域自立支援協議会（市町村又は圏域単位）を中心とした相談支援体制の一

層の充実・強化を図り、障害者からの相談対応、情報の提供、障害福祉サービ

スの利用支援等を行います。 

県は、広域的な立場から、福祉、保健、医療、教育、就労等の関係機関で構

成される｢富山県障害者自立支援協議会｣（平成２０年６月設置）により、市町

村の取り組みを支援しています。 

また、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの

設置を促進するため、市町村の取り組みを支援します。 

 

＜地域自立支援協議会の状況＞ 

圏域 協議会名 構成市町村 

新川 新川地域自立支援協議会 魚津市、黒部市、入善町、朝日町 

富山 
滑川・中新川障害者地域自立支援協議会 滑川市、舟橋村、上市町、立山町 

富山市障害者自立支援協議会 富山市 

高岡 

射水市障がい者総合支援協議会 射水市 

高岡市障がい者自立支援協議会 高岡市 

氷見市地域自立支援協議会 氷見市 

砺波 砺波地域障害者自立支援協議会 砺波市、小矢部市、南砺市 
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 （２）精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

自立支援協議会精神部会、精神障害者地域共生支援事業検討会等を通じた、

市町村の枠を超えた医療、福祉、行政機関等の連携により、精神障害者の自立

した日常生活及び社会生活のための支援を行います。 

精神障害者が住み慣れた地域を拠点とし、本人が自らの意向に即して充実し

た生活を送ることができるよう、ピア・フレンズを含めた精神障害者の地域生

活移行・定着を支援する人材を育成し、各関係機関が広域的な調整のもと連携

できる体制を地域において構築します。 

また、災害等の緊急時においても専門的な心のケアに関する対応が円滑に行

われるよう、災害派遣精神医療チーム（DPAT）を整備すること等により、専門

的なケアを必要とするものに日常的な相談体制の強化、及び事故・災害等発生

時の緊急支援体制の強化を図ります。 
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４ 各種人材の養成 

  

居宅介護や行動援護サービス等が良質かつ適切に提供されるよう居宅介護従事 

者等の養成研修を行います。また、障害者等の自立と社会参加が十分図られるよう 

手話通訳者やボランティア等の養成研修を行います。 

 

事 業 名 

25 年度 

まで 
26年度 27年度 28年度 29年度 

29年度 

まで 

養
成
人
数 

（
累
計
） 

養
成
見
込
人
数 

養
成
見
込
人
数 

養
成
見
込
人
数 

養
成
見
込
人
数 

養
成
見
込
人
数 

（
累
計
） 

①居宅介護従業者養成研修 

 
432 25 30 30 30 547 

②同行援護従業者養成研修 

 
346 75 75 75 75 646 

③強度行動障害支援者養成

研修（基礎研修）事業 
- 50 50 50 50 200 

④強度行動障害支援者養成

研修（実践研修）事業 
- - 30 30 30 90 

⑤登録手話通訳者養成研修 

 
81 3 3 3 3 93 

⑥要約筆記者養成研修 

 
6 7 10 10 10 43 

⑦盲ろう者通訳・介助員養成

研修 
58 6 6 6 6 82 

⑧パソコンボランティア養

成研修 
26 2 2 2 2 34 

⑨障害者スポーツ指導員養

成研修 
571 25 30 30 30 686 

⑩サービス管理者責任者養

成研修 
1,228 202 190 190 190 2,000 

⑪移動支援従業者養成研修 

 
199 - - - - 199 

⑫相談支援従事者養成研修 

 
732 96 90 90 90 1,098 

※ 従前の「ガイドヘルパー養成研修」については、平成 23 年 10 月から、視覚障害者向けを②

「同行援護従業者養成研修」、全身性障害者向けを⑪「移動支援従業者養成研修」に再編した。 
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５ その他 

 

（１）生活訓練事業 

   障害者等の生活の質的向上を図るため、障害特性に応じた、日常生活上必要

な生活訓練等に関する各種講習会等を開催します。 

   ○技能講習関係 

  点字講習会、ＩＴ関連講習会、無線教室 

○機能訓練関係 

  歩行訓練講習会、会話講座、オストメイト社会適応訓練講習会、 

リハビリ教室、車椅子社会適応訓練講習会、 

音声機能障害者発声訓練講習会 

○日常生活動作関係 

家庭生活教室、健康教室、文化・教養教室、交通安全教室 

 

（２）スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

障害者が身近な地域でスポーツに親しめるよう、障害者スポーツ指導員の

養成等、環境整備を推進します。 

また、障害者がスポーツ・レクリエーションを通じて健康の維持、体力の

増進を図るとともに、県民の障害者に対する理解を深め、障害者の自立と社

会参加の促進を図るため、障害者のスポーツ大会（陸上競技大会、水泳競技

大会、卓球競技大会、フライングディスク競技大会等）、スポーツ教室等を

開催します。 

 

（３）芸術・文化講座開催等事業 

障害者の芸術・文化活動を振興するため、障害者の作品展や音楽会など芸

術・文化活動の発表の場を設けるとともに、障害者の自立と社会参加を促進

するため、各障害保健福祉圏域ごとに、写真、押絵等の芸術・文化教室や障

害者作品展等を開催します。 
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１ 児童福祉法に基づく障害児支援の体系 

児童福祉法に基づく障害児支援は、市町村が実施する「障害児通所支援（児童

発達支援等）」と、都道府県が実施する「障害児入所支援」に大別されます。 

 

＜障害児通所支援＞                【実施主体：市町村】 

事業種別 内容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活

への適応訓練その他の便宜の供与 

医療型児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活

への適応訓練その他の便宜の供与及び治療の提供 

放課後等デイサービス 
学校授業終了後又は休業日において、生活能力の向上のために必要

な訓練、社会との交流の促進その他の便宜を供与 

保育所等訪問支援 

障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以

外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他の便

宜を供与 

 

施設種別 内容 

児童発達支援センター 

施設の有する専門機能を活かし、地域の障害児やその家族への相

談、障害児を預かる施設への援助・助言を合わせて行うなど、地域

の中核的な療育支援施設 

 

＜障害児入所支援＞               【実施主体：都道府県】 

施設種別 内容 

福祉型障害児入所施設 保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識技能の付与 

医療型障害児入所施設 保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識技能の付与及び治療 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ 障害児支援のための計画的な基盤整備 
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２ 本県における障害児支援の体制 

 

障害のある子どもの能力や可能性を最大限に伸ばすためには、教育・保健・医

療・福祉・労働等各分野の連携のもと、一人ひとりのニーズや障害の特性に応じ

てきめ細かな支援を行い、乳幼児期から成人期まで一貫して計画的に教育や療育

を行うことが重要です。 

県では、乳幼児期からの各種健康診査、訪問指導、育児相談などを充実すると

ともに、県教育委員会、子育て支援担当部局との緊密な連携はもとより、厚生セ

ンター、市町村、児童相談所、発達障害者支援センター、保育所、障害児施設及

び医療機関の連携を強化して、障害児やその保護者に対する早期からの継続的な

療育支援体制や相談支援体制の充実に努めます。 

また、医療的ケアが必要な障害児に対する支援基盤として、「富山県リハビリ 

テーション病院・こども支援センター」において、他職種との連携によるチーム 

医療体制により重症児等への対応力を強化するとともに、短期入所や通所サービ 

スなど、重症児の在宅支援機能を強化します。 
 

○児童発達支援センター 

施設名 運営主体 定員 

県高志通園センター（～H27.12） （福）富山県社会福祉総合センター 70 

県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院・こども支援ｾﾝﾀｰ（H28.1～） 指定管理者（指定手続中） 70 

富山市恵光学園 （福）富山市桜谷福祉会 36 

魚津市立つくし学園 （福）魚津市社会福祉協議会 20 

砺波広域圏わらび学園 （福）わらび学園 30 

高岡市きずな子ども発達支援センター 高岡市 50 
 

○障害児入所施設（福祉型） 

施設名 運営主体 定員 

県立黒部学園 富山県 50 

県立砺波学園 富山県 50 
 

○障害児入所施設（医療型） 

施設名 運営主体 定員 

県立高志学園（～H27.12） 富山県 72 

県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院・こども支援ｾﾝﾀｰ（H28.1～） 指定管理者（指定手続中） 50 

あゆみの郷 （福）秀愛会 57 

富山病院 独立行政法人国立病院機構 160 

北陸病院 独立行政法人国立病院機構 40 
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富山県における地域療育体制図

都
道
府
県

障
害
保
健
福
祉
圏
域

富山県高志通園センター【～H27.12】
富山県リハビリテーション病院・こども支援センター【H28.1～】

富山県発達障害
者支援センター

児童相談所

児童発達支援センター
（※医療型含む）

（恵光学園・きずな子ども発達支援センター
・つくし学園･わらび学園）

障害児入所施設

障害児等療育支援事業

四ツ葉園、新川むつみ園
かたかご苑、渓明園
恵光学園、つくし学園

きずな子ども発達支援センター、
わらび学園

保育所等
訪問支援

相談支援

県厚生センター・支所8箇所
富山市保健所

市

町

村

域

児童発達
支援事業

学校
特別支援学校

放課後等デイ
サービス

放課後等デイ
サービス

障害児

個々の状況にあっ
たサービス利用を
可能とする

相談支援事業所

<障害児支援利用計画の作成＞

高度な専
門的支援・
バックアッ
プ

関係機関等
と連携・協力
による支援
機能の充実

障害児通所
支援の提供

地域支援の提供

（児童発達支援
事業や保育所等
に対する専門的
支援）

〔地域との関係〕

障害保健福祉圏域
市町村に１～２カ所

保育所等

保育所等

児童発達
支援事業

児童発達
支援事業

連携・協力

連携・協力

連携・協力 連携・協力

医療機関
※医療的ケアを含む

専門的支援のノウハウ
提供支援方法の共有

集団生活への適応
支援《個別給付》

市町村保健センター

1歳6ヶ月・3歳児健康診査
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３ 障害児支援の種別ごとの必要な量の見込み 

 

障害児通所支援、障害児相談支援については、原則として、市町村障害福祉計

画における見込み量を積み上げたものを基本としながら、必要量を見込んでいま

す。障害児入所支援については、県において必要量を見込んでいます。 

 
① 障害児通所支援 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

福祉型児童発達支援 
利用児童数 人 539 610 684 759 

利用量 人日分 3,638 3,942 4,382 4,847 

医療型児童発達支援 
利用児童数 人 33 36 38 41 

利用量 人日分 357 365 377 397 

放課後等デイサービス 
利用児童数 人 473 612 654 696 

利用量 人日分 4,588 6,251 6,699 7,480 

保育所等訪問支援 
利用児童数 人 34 48 58 71 

利用量 人日分 60 90 111 137 

※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数 

 
② 障害児入所支援 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

福祉型児童入所支援 利用児童数 人 63 63 62 61 

医療型児童入所支援 利用児童数 人 55 54 53 52 

 
③ 障害児相談支援 

 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

障害児相談支援 利用児童数 人 212 242 266 286 
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県の関係部局や各市町村、富山労働局をはじめ関係機関・団体等との連携・協

力体制を整え総合的な施策推進に取り組みます。 

また、成果目標の達成状況については年１回、活動指標については年２回実績

を把握し、障害福祉計画の中間評価として分析及び評価を行い、必要があると認

めるときは、計画の変更、事業の見直し等の措置を検討します。また、その際に

は県障害者施策推進協議会に報告し、点検、評価を受けるとともに、その内容に

ついて、ホームページ等への掲載による情報提供に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅷ 障害福祉計画の達成状況の点検及び評価 
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１ 平成２９年度の数値目標の設定 
 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項 目 
第 3期 
計画値 

Ｈ26 
実績見込 
(H27.4) 

目標値 考え方 

平成 25年度末時点の 

施設入所者数(Ａ) 

685人 
※平成 17年 
10月 1日現在 

－ 
589人 

（基準値） 

福祉施設に入所してい

る障害者 

平成 29 年度末の入所者数

(Ｂ) 

 

594人 
※平成 26年度末
の目標 

589人 554人  

【成果目標】 

入所者減尐見込数 

（Ａ－Ｂ） 

91人 96人 35人 
平成 29 年度末段階での

減尐見込数 

【成果目標】 

地域生活移行者数 
195人 235人 77人 

（Ａ）のうち、平成 29

年度末までに地域生活

へ移行する者の数 

 

（２） 福祉施設から一般就労への移行等 

項 目 H24 実績 
第３期 
計画値 Ｈ25実績 目標値 考え方 

【成果目標】 

一般就労移行者数

（年間）（Ａ） 

27人 40人 46人 56人 
平成 29 年度において福祉施
設を退所し、一般就労する人
の数 

【成果目標】 

就労移行支援事業

の利用者数 

45人 － 75 人 123人 
平成 29 年度末における就労
移行支援事業の利用者数 

【成果目標】 

事業所ごとの就労

移行率 

－ － － 50％  
就労移行支援事業所のうち、
就労移行率が３割以上の事
業所の割合 

 

Ⅸ 障害保健福祉圏域別の数値目標等 

富山圏域 
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２ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類 

ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画 

 

（１） 訪問系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

居宅介護、 
重度訪問介護、 
同行援護、 
行動援護、 
重度障害者等 
包括支援 

利用者数 人 257 292 329 364 397 431 

利用量 時間分 6,892 7,576 8,134 8,795 9,499 10,216 

 

（２） 日中活動系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

生活介護 
利用者数 人 964 975 991 1,010 1,024 1,043 

利用量 人日分 17,632 18,242 18,635 18,996 19,260 19,611 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 人 22 13 22 28 29 32 

利用量 人日分 428 245 402 537 556 603 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 人 59 67 76 86 98 107 

利用量 人日分 689 794 952 1,066 1,210 1,324 

就労移行支援 
利用者数 人 45 75 86 99 112 123 

利用量 人日分 830 1,324 1,579 1,846 2,080 2,292 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用者数 人 210 317 343 475 661 927 

利用量 人日分 4,001 6,041 6,440 8,916 12,394 17,302 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用者数 人 698 714 816 842 867 894 

利用量 人日分 12,242 12,615 14,351 15,066 15,511 15,984 

療養介護 利用者数 人 106 103 106 107 108 109 

短期入所 

（福祉型） 

利用者数 人 78 88 98 104 113 122 

利用量 人日分 399 475 513 569 613 667 

短期入所 

（医療型） 

利用者数 人 13 14 15 16 18 21 

利用量 人日分 93 74 66 71 80 92 

※「人日分」：月間の利用人員×平均日数 
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〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

生活介護 
事業所数 箇所 36 1 0 1 38 

定員数 人 1,145 29 0 29 1,203 

自立訓練 

（機能訓練） 

事業所数 箇所 1 1 0 1 3 

定員数 人 6 6 0 6 18 

自立訓練 

（生活訓練） 

事業所数 箇所 3 1 1 1 6 

定員数 人 36 10 10 10 66 

就労移行支援 
事業所数 箇所 12 1 2 1 16 

定員数 人 135 10 20 10 175 

就労継続支援 

（Ａ型） 

事業所数 箇所 27 7 10 15 59 

定員数 人 492 126 180 270 1,068 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

事業所数 箇所 46 1 1 1 49 

定員数 人 1,030 23 23 23 1,099 

 

（３） 居住系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

施設入所支援 利用者数 人 578 576 589 578 566 554 

 

共同生活援助 

(グループホーム) 
利用者数 人 289 307 334 355 377 399 

   ※24年度、25年度実績には共同生活介護（ケアホーム）を含む。 

 

〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

共同生活援助 

(グループホーム) 

事業所数 箇所 29 1 2 1 33 

定員数 人 421 15 30 15 481 

施設入所支援 
事業所数 箇所 12 - - - 12 

定員数 人 751 - - - 751 
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（４） 相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

計画相談支援 利用者数 人 85 251 325 406 508 600 

地域相談支援 

(地域移行支援) 
利用者数 人 0 3 8 23 23 23 

地域相談支援 

(地域定着支援) 
利用者数 人 18 21 27 28 29 29 

 
（５） 障害児通所支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

福祉型児童発達支援 
利用児童数 人 256 308 361 414 

利用量 人日分 1,706 1,916 2,252 2,591 

医療型児童発達支援 
利用児童数 人 15 16 16 18 

利用量 人日分 180 184 184 196 

放課後等デイサービス 
利用児童数 人 247 364 380 396 

利用量 人日分 2,342 3,769 3,924 4,389 

保育所等訪問支援 
利用児童数 人 14 18 20 24 

利用量 人日分 28 35 39 46 

※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数 

 

（６） 障害児相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

障害児相談支援 利用児童数 人 93 106 117 129 
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１ 平成２９年度の数値目標の設定 
 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項 目 
第 3期 
計画値 

Ｈ26 
実績見込 
(H27.4) 

目標値 考え方 

平成 25年度末時点の 

施設入所者数(Ａ) 

447人 
※平成 17年 
10月 1日現在 

－ 
399人 

（基準値） 

福祉施設に入所してい

る障害者 

平成 29 年度末の入所者数

(Ｂ) 

 

383人 
※平成 26年度末
の目標 

396人 374人  

【成果目標】 

入所者減尐見込数 

（Ａ－Ｂ） 

64人 51人 25人 
平成 29 年度末段階での

減尐見込数 

【成果目標】 

地域生活移行者数 
128人 91人 49人 

（Ａ）のうち、平成 29

年度末までに地域生活

へ移行する者の数 

 

（２） 福祉施設から一般就労への移行等 

項 目 H24 実績 
第３期 
計画値 Ｈ25実績 目標値 考え方 

【成果目標】 

一般就労移行者数

（年間）（Ａ） 

36人 38人 23人 83人 
平成 29 年度において福祉施
設を退所し、一般就労する人
の数 

【成果目標】 

就労移行支援事業

の利用者数 

62人 － 76 人 123人 
平成 29 年度末における就労
移行支援事業の利用者数 

【成果目標】 

事業所ごとの就労

移行率 

－ － － 50％  
就労移行支援事業所のうち、
就労移行率が３割以上の事
業所の割合 

 

高岡圏域 
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２ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類 

ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画 
 

（１） 訪問系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

居宅介護、 
重度訪問介護、 
同行援護、 
行動援護、 
重度障害者等 
包括支援 

利用者数 人 131 150 172 191 213 237 

利用量 時間分 1,310 1,590 1,817 2,242 2,469 2,816 

 

（２） 日中活動系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

生活介護 
利用者数 人 677 704 735 771 805 835 

利用量 人日分 12,909 13,360 14,250 14,969 15,609 16,156 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 人 8 7 4 7 8 9 

利用量 人日分 181 105 50 101 113 125 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 人 43 37 54 60 67 76 

利用量 人日分 340 359 498 616 698 800 

就労移行支援 
利用者数 人 62 76 88 102 111 123 

利用量 人日分 1,065 1,331 1,590 1,834 1,995 2,201 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用者数 人 75 127 196 243 272 301 

利用量 人日分 1,433 2,542 3,940 4,944 5,530 6,116 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用者数 人 477 484 501 525 542 557 

利用量 人日分 8,440 8,344 8,656 9,280 9,456 9,588 

療養介護 利用者数 人 75 76 74 75 76 76 

短期入所 

（福祉型） 

利用者数 人 69 81 93 108 123 140 

利用量 人日分 305 377 460 565 653 750 

短期入所 

（医療型） 

利用者数 人 3 2 3 3 4 4 

利用量 人日分 34 33 10 11 13 14 

※「人日分」：月間の利用人員×平均日数 
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〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

生活介護 
事業所数 箇所 21 1 1 1 24 

定員数 人 524 29 29 29 611 

自立訓練 

（機能訓練） 

事業所数 箇所 1 0 0 1 2 

定員数 人 12 0 0 9 21 

自立訓練 

（生活訓練） 

事業所数 箇所 5 1 1 1 8 

定員数 人 35 10 10 10 65 

就労移行支援 
事業所数 箇所 7 1 1 2 11 

定員数 人 66 10 10 20 106 

就労継続支援 

（Ａ型） 

事業所数 箇所 12 3 2 2 19 

定員数 人 234 54 36 36 360 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

事業所数 箇所 21 1 1 1 24 

定員数 人 479 23 23 23 548 

 

（３） 居住系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

施設入所支援 利用者数 人 407 398 396 390 383 374 

 

共同生活援助 

(グループホーム) 
利用者数 人 137 159 164 170 179 188 

   ※24年度、25年度実績には共同生活介護（ケアホーム）を含む。 

 

〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

共同生活援助 

(グループホーム) 

事業所数 箇所 10 0 1 1 12 

定員数 人 108 0 15 15 138 

施設入所支援 
事業所数 箇所 7 - - - 7 

定員数 人 280 - - - 280 
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（４） 相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

計画相談支援 利用者数 人 65 262 221 262 304 346 

地域相談支援 

(地域移行支援) 
利用者数 人 1 2 2 8 8 8 

地域相談支援 

(地域定着支援) 
利用者数 人 0 0 1 9 9 9 

 
（５） 障害児通所支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

福祉型児童発達支援 
利用児童数 人 180 196 213 230 

利用量 人日分 930 993 1,056 1,119 

医療型児童発達支援 
利用児童数 人 15 15 15 15 

利用量 人日分 149 149 149 149 

放課後等デイサービス 
利用児童数 人 112 127 145 165 

利用量 人日分 1,245 1,414 1,630 1,890 

保育所等訪問支援 
利用児童数 人 4 8 12 16 

利用量 人日分 8 18 28 38 

※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数 

 

（６） 障害児相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

障害児相談支援 利用児童数 人 64 76 82 88 
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１ 平成２９年度の数値目標の設定 
 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項 目 
第 3期 
計画値 

Ｈ26 
実績見込 
(H27.4) 

目標値 考え方 

平成 25年度末時点の 

施設入所者数(Ａ) 

228人 
※平成 17年 
10月 1日現在 

－ 
180人 

（基準値） 

福祉施設に入所してい

る障害者 

平成 29 年度末の入所者数

(Ｂ) 

 

175人 
※平成 26年度末
の目標 

181人 171人  

【成果目標】 

入所者減尐見込数 

（Ａ－Ｂ） 

53人 47人 9人 
平成 29 年度末段階での

減尐見込数 

【成果目標】 

地域生活移行者数 
79人 41人 18人 

（Ａ）のうち、平成 29

年度末までに地域生活

へ移行する者の数 

 

（２） 福祉施設から一般就労への移行等 

項 目 H24 実績 
第３期 
計画値 Ｈ25実績 目標値 考え方 

【成果目標】 

一般就労移行者数

（年間）（Ａ） 

11人 16人 8人 23人 
平成 29 年度において福祉施
設を退所し、一般就労する人
の数 

【成果目標】 

就労移行支援事業

の利用者数 

12人 － 13 人 23人 
平成 29 年度末における就労
移行支援事業の利用者数 

【成果目標】 

事業所ごとの就労

移行率 

－ － － 50％  
就労移行支援事業所のうち、
就労移行率が３割以上の事
業所の割合 

 

新川圏域 
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２ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類 

ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画 

 

（１） 訪問系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

居宅介護、 
重度訪問介護、 
同行援護、 
行動援護、 
重度障害者等 
包括支援 

利用者数 人 73 75 84 97 108 121 

利用量 時間分 909 1,005 979 1,294 1,512 1,747 

 

（２） 日中活動系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

生活介護 
利用者数 人 283 285 259 267 277 286 

利用量 人日分 5,541 5,825 4,732 4,874 5,052 5,208 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 人 8 2 2 3 4 4 

利用量 人日分 178 46 45 67 85 86 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 人 39 32 38 39 42 45 

利用量 人日分 524 419 427 438 476 502 

就労移行支援 
利用者数 人 12 13 15 17 21 23 

利用量 人日分 218 237 247 297 361 400 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用者数 人 10 13 14 20 25 30 

利用量 人日分 177 266 277 383 479 573 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用者数 人 194 203 208 221 234 245 

利用量 人日分 3,269 3,422 3,638 3,861 4,110 4,319 

療養介護 利用者数 人 25 26 25 25 25 25 

短期入所 

（福祉型） 

利用者数 人 20 22 31 35 38 42 

利用量 人日分 133 124 157 176 194 215 

短期入所 

（医療型） 

利用者数 人 1 0 0 1 1 1 

利用量 人日分 3 0 0 3 4 5 

※「人日分」：月間の利用人員×平均日数 
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〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

生活介護 
事業所数 箇所 8 0 1 0 9 

定員数 人 194 0 29 0 223 

自立訓練 

（機能訓練） 

事業所数 箇所 0 0 0 0 0 

定員数 人 0 0 0 0 0 

自立訓練 

（生活訓練） 

事業所数 箇所 4 0 0 1 5 

定員数 人 46 0 0 10 56 

就労移行支援 
事業所数 箇所 2 0 1 0 3 

定員数 人 20 0 10 0 30 

就労継続支援 

（Ａ型） 

事業所数 箇所 2 0 1 0 3 

定員数 人 20 0 18 0 38 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

事業所数 箇所 9 1 1 0 11 

定員数 人 200 23 23 0 246 

 

（３） 居住系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

施設入所支援 利用者数 人 185 182 181 179 176 171 

 

共同生活援助 

(グループホーム) 
利用者数 人 118 123 124 136 143 153 

   ※24年度、25年度実績には共同生活介護（ケアホーム）を含む。 

 

〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

共同生活援助 

(グループホーム) 

事業所数 箇所 8 1 0 1 10 

定員数 人 134 15 0 15 164 

施設入所支援 
事業所数 箇所 2 - - - 2 

定員数 人 100 - - - 100 
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（４） 相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

計画相談支援 利用者数 人 20 49 114 122 127 132 

地域相談支援 

(地域移行支援) 
利用者数 人 0 0 1 5 6 6 

地域相談支援 

(地域定着支援) 
利用者数 人 1 1 2 7 8 8 

 
（５） 障害児通所支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

福祉型児童発達支援 
利用児童数 人 34 32 34 36 

利用量 人日分 385 368 391 429 

医療型児童発達支援 
利用児童数 人 1 3 4 4 

利用量 人日分 12 16 20 20 

放課後等デイサービス 
利用児童数 人 84 88 90 91 

利用量 人日分 795 839 866 876 

保育所等訪問支援 
利用児童数 人 4 7 9 12 

利用量 人日分 9 16 20 26 

※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数 

 

（６） 障害児相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

障害児相談支援 利用児童数 人 36 40 44 45 
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１ 平成２９年度の数値目標の設定 
 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項 目 
第 3期 
計画値 

Ｈ26 
実績見込 
(H27.4) 

目標値 考え方 

平成 25年度末時点の 

施設入所者数(Ａ) 

260人 
※平成 17年 
10月 1日現在 

－ 
227人 

（基準値） 

福祉施設に入所してい

る障害者 

平成 29 年度末の入所者数 

(Ｂ) 

 

233人 
※平成 26年度末
の目標 

232人 217人  

【成果目標】 

入所者減尐見込数 

（Ａ－Ｂ） 

27人 28人 10人 
平成 29 年度末段階での

減尐見込数 

【成果目標】 

地域生活移行者数 
84人 73人 25人 

（Ａ）のうち、平成 29

年度末までに地域生活

へ移行する者の数 

 

（２） 福祉施設から一般就労への移行等 

項 目 H24 実績 
第３期 
計画値 Ｈ25実績 目標値 考え方 

【成果目標】 

一般就労移行者数

（年間）（Ａ） 

23人 26人 20人 37人 
平成 29 年度において福祉施
設を退所し、一般就労する人
の数 

【成果目標】 

就労移行支援事業

の利用者数 

44人 － 33 人 55人 
平成 29 年度末における就労
移行支援事業の利用者数 

【成果目標】 

事業所ごとの就労

移行率 

－ － － 50％  
就労移行支援事業所のうち、
就労移行率が３割以上の事
業所の割合 

 

砺波圏域 
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２ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類 

ごとの必要な量の見込みと主な指定障害福祉サービス基盤整備計画 
 

（１） 訪問系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

居宅介護、 
重度訪問介護、 
同行援護、 
行動援護、 
重度障害者等 
包括支援 

利用者数 人 81 89 103 116 129 141 

利用量 時間分 1,243 1,361 1,514 1,732 1,920 2,083 

 

（２） 日中活動系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

生活介護 
利用者数 人 347 351 361 365 373 383 

利用量 人日分 6,382 6,130 6,467 6,450 6,591 6,768 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 人 0 0 0 4 9 9 

利用量 人日分 0 0 0 60 141 141 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 人 27 20 20 25 27 31 

利用量 人日分 287 241 250 313 346 383 

就労移行支援 
利用者数 人 44 33 39 46 49 55 

利用量 人日分 670 514 635 813 867 966 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用者数 人 18 36 61 70 78 87 

利用量 人日分 364 695 1,175 1,473 1,641 1,833 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用者数 人 236 244 245 258 276 293 

利用量 人日分 4,138 4,329 4,501 5,072 5,443 5,797 

療養介護 利用者数 人 43 42 42 43 43 43 

短期入所 

（福祉型） 

利用者数 人 29 28 37 47 54 60 

利用量 人日分 243 175 179 384 432 474 

短期入所 

（医療型） 

利用者数 人 1 0 1 2 2 2 

利用量 人日分 8 0 5 12 12 12 

※「人日分」：月間の利用人員×平均日数 
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〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

生活介護 
事業所数 箇所 9 0 0 1 10 

定員数 人 276 0 0 29 305 

自立訓練 

（機能訓練） 

事業所数 箇所 0 0 1 0 1 

定員数 人 0 0 9 0 9 

自立訓練 

（生活訓練） 

事業所数 箇所 2 1 0 0 3 

定員数 人 26 10 0 0 36 

就労移行支援 
事業所数 箇所 4 1 0 1 6 

定員数 人 40 10 0 10 60 

就労継続支援 

（Ａ型） 

事業所数 箇所 3 1 0 1 5 

定員数 人 50 18 0 18 86 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

事業所数 箇所 8 1 1 1 11 

定員数 人 210 23 23 23 279 

 

（３） 居住系サービス 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

施設入所支援 利用者数 人 229 228 232 223 220 217 

 

共同生活援助 

(グループホーム) 
利用者数 人 102 105 103 113 122 132 

   ※24年度、25年度実績には共同生活介護（ケアホーム）を含む。 

 

〔基盤整備計画〕 

区 分 単 位 
26 年度 

実績見込 

整備計画 （参考）

29年度

累計 
27年度 28年度 29年度 

共同生活援助 

(グループホーム) 

事業所数 箇所 7 1 1 1 10 

定員数 人 122 15 15 15 167 

施設入所支援 
事業所数 箇所 6 - - - 6 

定員数 人 217 - - - 217 
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（４） 相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
24 年度 
（実績） 

25年度
（実績） 

26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

計画相談支援 利用者数 人 82 178 124 138 150 163 

地域相談支援 

(地域移行支援) 
利用者数 人 0 0 1 7 7 9 

地域相談支援 

(地域定着支援) 
利用者数 人 0 0 0 8 8 8 

 
（５） 障害児通所支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

福祉型児童発達支援 
利用児童数 人 69 74 76 79 

利用量 人日分 617 665 683 708 

医療型児童発達支援 
利用児童数 人 2 2 3 4 

利用量 人日分 16 16 24 32 

放課後等デイサービス 
利用児童数 人 30 33 39 44 

利用量 人日分 206 229 279 325 

保育所等訪問支援 
利用児童数 人 12 15 17 19 

利用量 人日分 15 21 24 27 

※「人日分」：月間の利用人員×平均利用日数 

 

（６） 障害児相談支援 

〔各年度の見込量（１か月当たりの見込量）〕 

区 分 単 位 
26年度 
(実績見込) 27年度 28年度 29年度 

障害児相談支援 利用児童数 人 19 20 23 24 

 


